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第 1 章　中間評価調査団派遣の概要

1 － 1　運営指導（中間評価）調査団派遣の経緯と目的

中華人民共和国（以下、「中国」と記す）が正式に拡大予防接種計画（EPI）の実施を打ち出した

のは 1970 年代末である。1980 年代に入り、児童の免疫スケジュールが策定され、コールドチェー

ンシステムの整備も進んで、全国規模で計画的かつ統一的なスケジュールによる予防接種（BCG、

DPT、麻疹、ポリオ）が実施されるようになった。

中国衛生部は EPI の強化を保健衛生の重要政策の一つとして位置づけ、これにかかわる各種計

画の立案及び実施に力を入れた結果、EPI 活動は全国的に高い水準に達した。しかし、近年中国

の経済的社会的変化に伴い、各レベル、特に貧困地域において予防接種サービスが質的に低下す

るなどの問題がみられるようになった。また一部では注射の安全性が十分確保されていないため、

予防接種に起因する感染症が問題となっている。中国政府はこのような状況を改善するため、内

陸部のうち、特に予防接種事業が遅れている西北地域を対象とする本件プロジェクトの実施を日

本政府に要請した。

これを受けて国際協力事業団（JICA）は、1999 年 6 月に事前調査団を、1999 年 10 月から2 名の

短期調査専門家を派遣し、要請背景の確認を行った。その後、実施協議調査においてプロジェク

トの具体的な内容を検討し、2000 年 4 月 12 日に討議議事録（R ／D）署名・交換に至り、2000 年

6 月 1 日より「中華人民共和国予防接種事業強化プロジェクト」が開始されることとなった。

プロジェクトの開始後、2 年 8 か月が経過し、プロジェクトの活動が中盤を迎えたため、以下の

目的によって中間評価を実施した。

1）これまで（2000 年 6 月～ 2003 年 2 月）のプロジェクトの活動実績及び成果達成状況を確認

し、プロジェクト・サイクル・マネージメント（Project Cycle Management：PCM）手法に基

づいて中間評価を実施する（評価5 項目：妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）。

2）そのうえで、PDM 改訂の必要性について検討し、今後のプロジェクトの方向性について中国

側と協議を行い、残る協力期間の活動に対する助言を行う。

3）日本と中国の双方で合意した評価結果を中間評価報告書に取りまとめ、ミニッツを結ぶ。
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1 － 2　調査団の構成

1 － 3　調査日程

国立国際医療センター国際医療協力局
派遣協力第二課　課長

国立国際医療センター国際医療協力局　局長

氏　名 所　　　属

土居　眞

担当分野

実験室診断

国際協力事業団医療協力部医療協力第一課
ジュニア専門員

団長／総括

EPI

協力計画／
評価分析

国立感染症研究所　所長 3月18日～22日

3月12日～22日

3月12日～22日

3月12日～22日

3月12日～22日

日　　程

千葉　靖男

小宮　愛恵

吉倉　廣　　　

財団法人日本国際協力センター　
研修監理員

通　訳 田中（古川）美佐子

曜日

水1

木

月　日日順

金

3月13日

3月14日

土

3月12日

3月15日

日3月16日

4

移動（西安8：00→眉県10：00　自動車）
10：00～11：30　県衛生防疫站視察及び注射器回収パイロット進捗評価
14：00～17：30　フィールド調査（郷、村各２か所）

　9：00～12：00　省CDCにおいて進捗情況評価調査
移動（太原14：00→陽曲県14：30　自動車）
15：00～17：00　県衛生防疫站、郷、村を訪問し、TOT活動現場視察、評価
移動（陽曲県17：30→太原市18：00　自動車）
評価報告書ドラフト第１報告（評価分析団員から他団員へ）

　8：00～10：00　フィールド調査
移動（眉県10：00→西安12：00　自動車）
14：00～　省CDCにて調査、フィードバック
移動（西安19：00→太原20：00 HU872便）

　9：00～　評価ワークショップ（中国疾病預防控制中心：CDC）及び意見
交換（カウンターパートによる実績・現状、課題、解決策等に関する報告）
移動（北京20：00→西安21：40　CA1205便）：土居、千葉団員
（帖佐、石川、野口プロジェクト専門家同行）
北京：小宮団員（協力計画／評価分析）、芳沢所員、入山調整員
（評価ワークショップの取りまとめ、専門家及びカウンターパートへの個
別インタビュー、評価分析、報告書取りまとめ等）

〈総括、EPI、通訳、評価分析〉
移動（成田10：40→北京13：40　JL781便）
15：00～　衛生部
16：30～　在中国日本国大使館表敬
17：30～　JICA中国事務所表敬

スケジュール

3

6

移動〔太原8：00→楡次市（県レベル）9：00　自動車〕
　9：00～11：30　注射器回収パイロット現場活動視察、評価（市、郷、村）
移動（楡次市11：00→太原12：00　自動車）
13：30～16：30　省CDCにて活動調査、評価、フィードバック、計画協議
移動（太原18：00→北京18：50　HU7711便）
20：30　団内会議

2

5

月3月17日
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1 － 4　主要面談者

〔中国側関係者〕

（1）衛生部

任　明輝 国際合作司副司長

于　競進 疾病控制司副司長

崔　鋼 疾病控制司免疫規劃処処長

陸　明 疾病控制司免疫規劃処官員

夏　偉 疾病控制司免疫規劃処官員

李　国棟 国際合作司双辺関係処官員

（2）中国疾病預防控制中心（CDC）

白　呼群 副主任

梁　暁峰 免疫規劃中心主任

馮　子健 免疫規劃中心副主任

李　芸星 免疫規劃中心官員

張　振喜 免疫規劃中心官員

（3）国家科学技術部

阮　湘平 JICA 項目弁公室主任

曜日

火7

水

月　日日順

木

3月19日

3月20日

金

3月18日

3月21日

土3月22日

10

午前　団内会議
午後　衛生部との協議（内容）評価報告書案、PDM1

移動（北京 15：00→成田 19：00　JL782）

合同調整委員会準備、合同調整委員会、ミニッツ署名

午前　団内会議
午後　衛生部との協議（内容）評価報告書案

終日　団内会議、報告書作成
実験室診断担当吉倉団員到着
（成田 18：10→北京 21：10　JL789）

スケジュール

9

8

11
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（4）陝西省

範　兵 省衛生庁副庁長

　慶玉 省衛生庁疾病控制処処長

馬　光輝 省衛生庁疾病控制処処長

王　俊杰 省衛生庁疾病控制処

王　敬軍 省疾病預防控制中心主任

張　煥鵬 省疾病預防控制中心副主任

劉　西珍 省疾病預防控制中心免疫規劃科主任

夏　雪芹 省疾病預防控制中心免疫規劃科副主任

寧　建国 宝鶏市衛生局局長

姜　亜紅 宝鶏市衛生防疫科科長

張　柏鋒 宝鶏市防疫站副站長

劉　傅燿 宝鶏市防疫站計劃免疫科科長

劉　根本 眉県衛生局局長

劉　純続 眉県防疫站站長

王　譲里 眉県防疫站副站長

楊　彩玲 眉県防疫站総合業務科

（5）山西省

　光亮 省衛生庁副庁長

李　書凱 省衛生庁副庁長

梅　志強 省疾病預防控制中心主任

　如方 省疾病預防控制中心計劃免疫科主任　

常　少英 省疾病預防控制中心計劃免疫科副主任

趙　宝興 太原市疾病預防控制中心主任

関　彩萍 太原市疾病預防控制中心副主任

　真 太原市疾病預防控制中心計劃免疫科副主任

李　銀萍 太原市疾病預防控制中心計劃免疫科副主任

劉　俊 太原市疾病預防控制中心計劃免疫科副主任

張　志斌 陽曲県疾病預防控制中心主任

李　桃雲 陽曲県疾病預防控制中心計劃免疫科主任

閻　以譲 晋中市疾病預防控制中心計劃免疫科主任

杜　三立 晋中市楡次区衛生局局長
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牛　俊傑 晋中市楡次区衛生局副局長

成　広明 晋中市楡次区疾病預防控制中心主任

武　全 晋中市楡次区疾病預防控制中心副主任

張　紅栄 晋中市楡次区疾病預防控制中心計劃免疫科主任

〔日本側関係者〕

（1）在中国日本国大使館

込山　愛郎 一等書記官

（2）JICA 中国事務所

藤谷　浩至 次　長

芳沢　忍 所　員

（3）中国予防接種事業強化プロジェクト

帖佐　徹 チーフアドバイザー

入山　竜治 業務調整

石川　尚子 公衆衛生（EPI）

野口　奈佳恵 安全注射

1 － 5　評価項目・評価方法

1 － 5 － 1　PDM について

PCM 手法はプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）と呼

ばれるプロジェクト概要表を用いて、プロジェクトのプロセスを計画・管理する手法である。

PDM には、プロジェクトの構成要素である「目標」、「活動」、「投入」や、プロジェクトを取り

巻く「外部条件」の論理的な相関関係が示されている。

PDM を作成するには、PCM ワークショップと呼ばれる議論形式で実行される。ワーク

ショップには、プロジェクトの受益者及び関係者が参加する。

「中華人民共和国予防接種事業強化プロジェクト」の PCM ワークショップは 1999 年 10 月

19、20 日の 2 日間実施された。PCM ワークショップの参加者は中国衛生部疾病控制司計画免

疫規劃処、中国予防医学科学院、ポリオ対策プロジェクトの JICA 専門家、JICA 中国事務所、

短期調査専門家の計 21 名であった。

「中華人民共和国予防接種事業強化プロジェクト」の PDM は、1999 年 10 月に開催された

PCM ワークショップの成果に基づいて、同年の 11 月に PDM 試案が作成され、その後、再度
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の短期調査専門家及び実施協議調査団派遣時に、日本側の専門家と中国側のプロジェクト関

係者がPDM の各項目ごとに検討して確認するという作業を積み重ねた。そして、2000 年 8 月

に日中双方関係者の出席の下開催された合同調整委員会（JCC）において合意された。

1 － 5 － 2　評価用 PDM（PDMe）

評価実施者が作成する評価用の PDM を PDMe と呼ぶ。

評価の対象プロジェクトの計画時に作成されたPDM を基に、四半期報告書等の資料やプロ

ジェクトの関係者と協議しながら、PDMe を作成する。

PDMe は、評価実施者がプロジェクトの実績を確認し、評価調査項目を検討する際の基本と

なるもので、プロジェクトの PDM（計画概要）を変更することではない。

PDMe を作成する際の主な視点は次のとおりである。

1）上位目標、プロジェクト目標は具体的で明確か？

2）ターゲットグループは明確か？

3）プロジェクト要約の各要素の因果関係は適切か？

4）指標は具体的で、調査可能であるか？

5）外部条件とプロジェクト内容の関係は適切か？

6）適切な外部条件か？

PDMe を作成するにあたり、まず過去のPDM を確認した。PDM は 2000 年 8 月 1 日に作成

され、プロジェクト実施期間中にPDM の変更はされていない。したがって、このPDM をPDM0

とする。このPDM0 を基に、プロジェクトのこれまでの活動実績を確認のうえ、上位目標及び

プロジェクト目標の表現を簡潔に記載し、成果・活動・指標・外部条件の表現の一部に追加・

修正を加え、中間評価のための PDMe を作成した（付属資料 3．中間評価報告書参照）。

（1）プロジェクト目標

1）修正前

「有効で安全な EPI の実施体制モデルが確立され、それによって対象全域における EPI

サービスが実際に改善される」

2）修正後

「対象省全域における EPI サービスが改善される」

3）修正理由

「有効で安全な EPI の実施体制モデルが確立される」ことが「対象全域における EPI サー

ビスが実際に改善される」ことの前提条件になっているため、その部分を割愛し、プロジェ

クト目標を「対象省全域における EPI サービスが改善される」に訂正する。
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（2）ターゲットグループ

1）修正前

「山西省、陜西省（モデル地域）、甘粛省、青海省、寧夏回族自治区（モデル外対象地域）」

2）修正後

「山西省、陜西省、甘粛省、青海省、寧夏回族自治区。ただし、急性弛緩性麻痺（AFP）サー

ベイランスの対象地域はポリオハイリスク省、実験室診断の対象地域は国家レベル及びハ

イリスク省とする」

3）修正理由

プロジェクトの活動実績により、①モデル地域及びモデル外地域の区別をなくすことが

適切だと判断してこれを割愛し、②AFP サーベイランスの対象地域に関してはポリオハイ

リスク省、実験室診断の対象地域に関しては国家レベル、及びハイリスク省として対象地

域を明確にした。

（3）成　果

1）修正前

①　省、地区、県の EPI 管理と技術が向上する。

②　郷鎮・村の EPI 従業者の育成、再教育体制が強化される。

③　EPI 事業の監督訪問の方法が強化される。

2）修正後

①　安全注射の実施体制が整う。

②　EPI 接種サービスが向上する。

③　ポリオ等 EPI 疾患サーベイランスが強化される。

3）修正理由

プロジェクト目標の変更に伴い、より具体的な成果を設定した。

1 － 5 － 3　評価の基準

PDMe に基づき、各評価項目ごと（実施状況の確認と評価 5 項目）の調査項目と情報・デー

タ収集方法を検討する。

評価 5 項目とはプロジェクトを、①妥当性（relevance）、②有効性（effectiveness）、③効率

性（efficiency）、④インパクト（impact）、⑤自立発展性（sustainability）の 5 つの視点であ

り、その説明は次のとおりである。
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（1）妥当性（Relevance）

妥当性は、「プロジェクト目標」が評価時点においても受益者のニーズと合致しているか、中

国側の政策や日本の援助政策との整合性はあるかといったプロジェクトの正当性を検証する。

（2）有効性（Effectiveness）

有効性は、「成果」によって「プロジェクト目標」がどこまで達成されたか、あるいは達成さ

れる見込みを検討する。

（3）効率性（Efficiency）

効率性は、資源の有効活用という観点から、プロジェクトが効率的であったかどうかを検

証する。 「投入」コストが「成果」や「プロジェクト目標」の達成度合いに見合っているかどう

かを検証する。いいかえると、「投入」が「成果」にどれだけ転換されたかを検証する。

（4）インパクト（Impact）

インパクトは、「上位目標」の達成状況とプロジェクトの実施によって生ずる直接的、間接

的な正負の影響を検討する。当初計画に予想されなかった影響・効果も含まれる。

（5）自立発展性（Sustainability）

自立発展性は、援助の終了後も、プロジェクト実施による便益が持続されるかどうかを検

証する。自立発展性は、プロジェクトが行ってきた活動の持続、成果やプロジェクト目標の

維持、上位目標の達成見込み等を考える。成果、プロジェクト目標、上位目標に代表される

「プロジェクトが生み出してきた便益」が今後も持続して発現し、発展していくために必要な

組織・体制に注目する。
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第 2 章　プロジェクトの現状と実績

2 － 1　調査要約及び総括

本調査結果により、①予防接種率は高く維持されている（ただし B 型肝炎については有料であ

ることから低いところもある）、②安全注射は、1 人 1 針 1 筒が守られており、使用済み針の処理、

廃棄、注射筒の破砕処理など適切に実施されている、③コールドチェーンは適切に維持されてい

る、④ポリオフリーの維持のための活動は適切になされていることから、プロジェクトはおおむ

ね当初計画どおりに実施されていることが明らかになった。

また、PDM 手法による妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性の5 項目評価では、本

プロジェクトは、それぞれの項目で順調に推移していることがわかった。

本調査団は、これらの結果を踏まえ、残された 2 年あまりのプロジェクト期間の活動が効果的

に実施されることを期待し、中国側のプロジェクト関係者とも協議し、安全注射、ワクチン接種

サービス、ポリオ根絶活動及び麻疹などに関して提言を行った。

また、今回の調査で現行 PDM は、プロジェクトの環境条件の変化に対応できないこと、今後の

活動の明確化を図ることが必要との認識から、日中相互のプロジェクト関係者の協議の下に変更

を行った。PDM 改定の焦点は、プロジェクト対象 5 省のモデル問題（2 省をモデルとし他の 3 省

へ波及）及び使用済み使い捨て注射器の回収処理モデルを 5 省 20 県に拡大することである。調査

団は JICA 中国事務所と打合せ、以下のとおり対処した。

1）プロジェクト対象省については、現在もモデル地域及びモデル外対象地域にかかわらず実施

していることから、PDM 上からモデル地域及びモデル外地域の設定を取り除いても問題ない。

2）使用済み使い捨て注射器の回収モデルの実施地域 5 省 10 県を 20 県に拡大することについて、

調査団としては、①パイロット県での回収が全域で必ずしも行われていないこと、②パイロッ

トとして実施方法、実施の状況、問題点の把握等が十分調査されて総括されていないこと、③

パイロットとしての回収モデルが 5 省で提示されていないこと、④プロジェクトの活動範囲が

拡大されることから十分な管理ができるかどうか疑問であること、⑤プロジェクトの残り期間

が少ないこと等から、改定PDM には明記することは避けた。改めて回収モデルのPDM に沿っ

た評価報告、回収車のない場合の処理方法の明示等についての報告をプロジェクト側から受け、

評価を行ったうえで、財政問題を考慮して事業計画で検討することとした。

また、改定 PDM の「2．EPI 接種サービスが向上する」の「2 － 2 － 2　キーパーソンとなる住

民にトレーニングを実施する」については、新たな事業になることから残されたプロジェクト期

間を考慮し、日本側関係者に対して活動のフレームワーク、パイロットとしてどのような成果を

あげ、どのような方法で他の地域に波及しようとするのか十分な検討をしたうえで実施するよう

求めた。
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おわりに、中国の経済発展はめざましいものがあり、北京をみる限りこれが発展途上国かと思

われる状況下にある。今回視察した陜西省、山西省における県、郷村レベルをみると、省間、省

の都市・農村部の格差が大きいことが理解できる。プロジェクト対象省は生活水準が低い地域と

されており、中国CDC では支援が必要な県として位置づけているが、行政システムは末端まで効

率性については問題はあるものの比較的整備されているように見受けられた。EPI 活動について

は、郷村レベルでは対象人口が少ないこともあり、EPI 関連の予防接種の接種率の高さがそれを

裏付けている。むしろ問題は、行政の効率性や信頼性、EPI に関係する財源確保が十分ではない

ことにあると考えられた。

こうした発展段階の国とのプロジェクトについては、誰に、何を、どのように技術移転を行い、

どのようにその成果を普及していくか明確な枠組みを意図しておく必要があったのではないかと

思われるし、今後も必要である。

2 － 2　投入実績　　　　　　

日本側と中国側の投入実績は次のとおりである。

表－ 1　日本側投入実績





─ 12 ─

活動実績の詳細は、別紙添付の中国予防接種事業強化プロジェクト中間評価提出資料（フィー

ルド活動実績）に記載した。

2 － 4　成果達成状況　　　　

成果 3 項目の達成状況は次のとおりである。

項　　目

安全注射の実施体制
が整う。

成果達成状況

・安全注射のトレーナー研修が実施され、その後トレーニングを受けたト
レーナーが郷村医トレーニングを実施した。トレーニングを受けた省・地
区・県トレーナー計 1,249名、トレーニングを受けた郷村医計 8万 79名で
ある。
・1人１針１筒を実施している割合は、ガラス注射器使用接種点で 52.5％、
使い捨て注射器使用接種点で 92.2％（2000年）であったが、2002年には各
々 72.4％、91.9％になった。
・安全注射に関する教育・啓発教材を開発し、利用されている。
・基礎的な予防接種実施マニュアル 11万冊、トレーナー用教材 2,400冊、
フリップチャート 8,425冊を作成配布した。また、EPI及び安全注射に関
する教育用視聴覚機材（VCD）1万 2千部、AFPサーベイランストレーニ
ング用VCD 1万部を作成中である。

モニタリング標準フォーマットのドラフトを作成し、これを用いて３省で
監督訪問を開始した。

使用済み EPI使い捨て注射器回収処理モデルをほぼ確立した。

表－ 4　成果達成状況

EPI接種サービスが
向上する。

表のごとく高いBCG、OPV、DPT、MVの接種率が維持されている。
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BCG：BCGワクチン、OPV：経口ポリワクチン、DPT：ジフテリア・百
日咳・破傷風の 3種混合ワクチン、MV：麻疹ワクチン

・甘粛省において B型肝炎ワクチン接種に関する住民教育用のカレンダー
を配布し、教育演劇によって 6万人以上の住民が啓発教育を受けた。
・EPIと B型肝炎ワクチンの接種に対して、地元住民で理解している人の
割合が約 30％から 68.5％に上昇した。

ワクチン保管用冷蔵庫 811台、ワクチン運搬用冷蔵車 5台、温度モニター
113本、クーラーボックス、ワクチンキャリアーなどの機材供与により、
コールドチェーンの整備の一部に寄与している。

EPIワクチンの接種率報告の正確性については、対象人口の把握に問題が
あるとされている。甘粛省で実施された５種ワクチン接種率調査の結果も
それを示唆している。対象５省でもこのような報告接種率と実際接種率と
の乖離が懸念されている。

ポリオ等 EPI疾患サ
ーベイランスが強化
される。

AFPサーベイランスは水準を維持しているが、報告数などは減少傾向にある。

国家及び省レベル実験室はWHO基準を一応維持しているが、便検体数が
低くなる傾向にあり、省によりスタッフが弱体化しているところがある。
チベットの実験室は調査が行われていない。
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2 － 5　プロジェクト目標達成状況

プロジェクト目標の主な達成状況は次のとおりである。

2 － 6　プロジェクト実施プロセス

（1）モニタリングの実施状況

プロジェクト全体の実施状況のモニタリングは、プロジェクトリーダー及び業務調整員が

四半期報告書（2000、2001 年）及び実施運営総括表（2002 年）作成時に行っている。また業

務調整員が予算及び会計の面から各活動のモニタリングを行っている。これらの結果は四半

期報告書に取りまとめられ、その後の活動に活用している。

JICA 中国事務所によるプロジェクトの実施状況のモニタリングは、四半期報告書及び実施

運営総括表、短期専門家からの報告、リーダー会議、調整員会議等で行っている。

（2）専門家とカウンターパートとの関連性

プロジェクト専門家とカウンターパートがひとつのプロジェクト事務所で、様々な活動を

協力して行っている。この間、プロジェクトリーダーの急な変更、中国側の関連部署の組織

改編に伴うカウンターパートの変更及び人材不足などの問題もあった。また、2002 年度は合

同調整委員会が延期になったために、プロジェクトの活動が一時遅延した。しかし、このよ

うな場合も含め、問題が生じた場合は専門家とカウンターパートとの間で話し合いがもたれ

た。また、合同調整委員会、ICC、業務打合せ、運営指導、技術課題等の検討のため、随時意

見交換がなされた。これらは意思疎通、信頼関係、プロジェクトの協力関係の形成に役立ち、

プロジェクトの円滑な遂行を促進した。

表－ 5　プロジェクト目標達成状況
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（3）受益者の事業へのかかわり方

プロジェクトの直接受益者とは対象地域の EPI 実施責任者（省、地区、県）、ワクチン接種

者（郷鎮、村）と住民である。安全注射のトレーナー研修が実施され、その後トレーニングを

受けたトレーナーが郷村医トレーニングを実施している。トレーニングを受けた省・地区・県

のトレーナーは計 1,249 名、トレーニングを受けた郷村医は計 8 万 79 名である。省レベルの

実験室の技術員が転任、転属、行政管理職への昇進などで流出した事例があり、省レベルへ

その是正と対応を要請している。

安全注射の教育宣伝の教材（VCD、ポスター、ハンドブック、テキスト、フリップチャート

など）や演劇、カレンダー付き宣伝ポスターを用いた住民啓発教育を通じ、受益者の全体数は

増加しているといえる。また今回のフィールド視察におけるインタビュー調査によれば、ワ

クチン接種実施者及び住民はおおむねワクチン接種の重要性を理解していると考えられる。

（4）中国側実施機関のオーナーシップ

プロジェクトの実施機関は中国CDC である。衛生部は国家政策に沿って政策を策定し、そ

の政策に沿って EPI 活動を行っている。衛生部は日本及び他の国際機関の協力の下に EPI 事

業を実施しており、プロジェクトの意義と役割を認識している。衛生部はプロジェクトの計

画策定、各種活動実施、運営管理の全般にわたり、強いオーナーシップを発揮している。

また、新聞の「健康報」に当プロジェクトの安全注射に関する記事を載せるなど、広報活動

も行っている。
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第 3 章　中間評価結果

3 － 1　EPI の観点からの評価結果

EPI は中国保健衛生事業の重要政策の一つとして1970 年代末に始まったが、WHO、UNICEF な

ど国際機関の支援によるコールドチェーンネットワークの整備が進み、1980 年代には中国全土で

すべての小児を対象にして、BCG ワクチン、DPT ワクチン、麻疹ワクチン、ポリオワクチンの無

料接種が可能となった。1990 年に行われたEPI レビューでは小児のワクチンカバー率は高いレベ

ルに達したことが判明している。また、ポリオ根絶計画の成功により、2000 年にはポリオフリー

となり、これは地球上からのポリオ根絶にとって大きな貢献となった。また、近年の動きとして

はワクチン予防接種グローバル連盟（Global Alliance for Vaccines and Immunization：GAVI）

の支援によるB 型肝炎ワクチンの導入が特記すべきものである。我が国は 1999 年に終了した「中

華人民共和国ポリオ対策プロジェクト」に引き続き、西北地域を対象とする本「中華人民共和国予

防接種事業強化プロジェクト」で中国の EPI 発展に協力している。

今回の中間評価調査により、本プロジェクトは対象地域の EPI サービスの質的向上及びポリオ

フリーの維持に大きく貢献していると考える。以下に、①安全注射の達成、②ワクチン接種サー

ビス、③ポリオフリーの維持、④麻疹対策についてそれぞれ詳細を述べる。

（1）安全注射の達成

プロジェクトは安全注射の達成に向けてベースライン調査（基礎調査）を実施した。これに

基づき教材が作成され、TOT が行われた。最終的に郷医士の 91％が、また、村医の 78％がト

レーニングを受け、これらは一定の成果をあげたと評価される。最近は EPI と安全注射を推

進するためのVCD の製作も進んでいる。

安全注射確立についてはプロジェクトの後半において詳しい調査分析が必要であるが、今

回訪問した 2 省では、プロジェクト開始前に比べて、安全注射への意識が著しく向上してい

ると感じられた。さらに、ワクチン接種には使い捨て注射器の使用が義務付けられたことか

ら、血液感染症の罹患者の発生が抑えられていると推測される。これはプロジェクト活動の

最も大切な成果といえよう。しかし、使い捨て注射器でも廻し打ちは可能であるし、再利用

型のガラス注射器の使用も一部でまだ行われていると考えられるので、指導監督の強化は依

然重要である。安全注射の実施状況をモニターする適切なシステムと指標を早急に完成して、

その状況の客観的な把握に努めることが今後重要な仕事となろう。

使用済み注射器回収パイロットプロジェクトが 5 省 10 県で実施されているが、詳細は付属

資料 3．中間評価報告書を参照されたい。

今後、GAVI の支援によって再利用不能型（AD）注射器の使用が一般化する。パイロット県
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で開発した使用済み注射器取り扱い及び回収のシステムをこのような変化のなかでどのよう

に活用していくかを早急に検討する必要がある。臨床治療で使用した使い捨て注射器処理に

この回収処理システムを活用することも検討に値する。

（2）ワクチン接種サービス

EPI で最も大切なことのひとつは、末端のワクチン接種サービス実施者の技術レベルであ

り、貧困な地域ではこれらスタッフの知識や能力の低さが常に問題となる。したがって、本

プロジェクトはこれら草の根スタッフの技術向上をめざして TOT を実施し、最終的に多くの

郷村医を教育した。今回のフィールド調査ではこれらスタッフの質に関する評価までには至

らなかったが、トレーニングで配布した教材が実際に村衛生室で活用されており、本プロジェ

クトはこれらスタッフの技術的な向上に十分貢献していると考えられた。

EPI の質を改善するアプローチのひとつとして定点接種方式への変更があげられている。設

備の乏しい村衛生室でのワクチン接種を減らし、いく分サービスの良い郷鎮施設でワクチン

接種を実施し、その管理を向上させようとするのが目的である。プロジェクトもこの方式に

よる接種活動を支援し、サービス基準の設定に協力している。

ほとんどの国がそうであるように、中国でも高い定期ワクチンカバー率が報告されている。

しかし、それが実態を反映しているかを常に注意し、問題のある場合にはその是正に向けて

指導することが必要である。また、このためには接種点での詳細な調査が大切である。本プ

ロジェクトは巡回指導を強化し、正しい接種率報告の指導をしており、今回のフィールド調

査においても接種結果の報告は依然より正確さを増しているという印象であった。

しかし、流動人口の把握とそのワクチン接種対象への取り込みにはまだ十分な注意が払わ

れていないようにみえる。また、EPI 保険の加入が EPI サービスの差別につながらないよう

にすることが必要であり、プロジェクトはこれについても注意をうながしている。

最近の EPI の課題は B 型肝炎ワクチンの導入である。現在まで、このワクチン接種は都市

部を中心に有料でなされてきたが、2003 年よりGAVI の支援によって、EPI として無料で接

種されることになった。この支援ではAD 注射器の供給も保障されている。今後プロジェク

トは B 型肝炎ワクチン接種の拡大と出生後早期の接種開始を指導していくことになる。

（3）ポリオフリーの維持

2000 年 10 月のWHO 西太平洋地域ポリオフリー宣言以後も、隣接するインド、パキスタン

からのポリオ輸入の危険性が存在しており、さらに、OPV 接種率低下に伴うワクチン由来強

毒変異株出現（cVDPV）の問題が課題としてクローズアップされている。これらのことから、

以下のプログラムに継続的な協力を行っている。
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AFP サーベイランスに関しては、1999 年「中華人民共和国ポリオ対策プロジェクト」の終

了以降も、ハイリスク地域を中心にAFP 患者の追跡調査を実施してきた。すなわち、貴州省、

雲南省において臨床的ポリオ患者の診察活動を継続した。これにより、ワクチン麻痺患者の

集積を発見する一方、ウイルス遺伝子の解析からその疫学的な実態を検討することができた。

これらの活動は最終的な中国のポリオ根絶達成上で問題となるワクチン関連麻痺の実態を解

明するうえで有効な協力となった。

また、アクティブサーベイランスも継続しており、貴州省、雲南省において主要な病院を

訪問し、外来記録、入院記録を詳細に調べ、AFP 患者の調査報告について指導を行っている。

このような活動は省側にポリオ根絶とAFP サーベイランスの重要性を認識させ、結果として

中国のポリオフリー維持に貢献している。

実験室診断の強化にも協力を継続している。これはハイリスク省（貴州省、雲南省、四川省）

の実験室診断への実技的指導と国家レベルの活動（国家実験室の強化、全国レビュー、トレー

ニングコースなど）への支援である。ポリオフリー達成のあと、ややもすれば低下しがちなポ

リオ実験室診断ネットワークの機能の維持強化に大切な役割を果たしている。

（4）麻疹対策

麻疹については、EPI サービスの全般的な向上をめざす活動の一部として、ワクチン接種の

大切さを強調している。また、麻疹流行の有無は地域の EPI サービスの質的指標となり得る

ものであり、結果としてこのような調査は EPI 業務の促進につながっていると考える。

プロジェクト対象省（青海省、山西省など）に ELISA 機器を供与し、麻疹の実験室診断の

質的向上に協力した。これによって、麻疹流行の把握が改善し、流行対策を立てやすくなっ

た。しかし、プロジェクト活動の全体的バランス、資源面での制約を考えると、この実験室

サーベイランスへの支援を地区レベル全体まで広げるのは困難である。しかし、技術的レベ

ルの高いいくつかの地区（市）でELISA 供与とフィールドサーベイランス（短期専門家）を組

み合わせたパイロット的な協力は可能であるし、麻疹サーベイランスの向上に役立つであろ

う。

3 － 2　実験室診断の観点からの評価結果　

（1）中国 CDC 国家ポリオ実験室に関して

2002 年まで、10 年以上中国ポリオ国家ラボラトリーの責任者であった張教授が引退し、そ

れまで麻疹実験室室長であった許副研究員が併任で後継者となった。許研究員は米国CDC で

麻疹の分子遺伝解析研究の実績があるが、ポリオの研究実績はない。

Lisa Lee、あるいは張前教授は、この点に関して若干の不安を感じているようである。中国
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全土のポリオ実験室ネットワークは、各省政府との折衝、指導力等特別な能力が要求される

ので、その懸念は当然のことと思われる。許氏は、ネットワークについて相応の心配と意欲

を示しており、今後の対応としては、許氏をポリオ実験室の責任者として支援するのが必要

と思われる。同時に、許氏を支えるかたちで、JICA の専門家もかかわっていく必要があると

思われる。なお、実験室は大幅な改装中であったので、実験室活動そのものをみることはでき

なかった。

（2）各省のポリオ実験室の活動に関して

2002 年の、四川省、雲南省の実験室レビューで指摘したことであるが、四川省のように実

験室スタッフが整備され、VDPV 由来と思われる流行を察知し、サーベイランス側が機敏に

対応した省がある一方、雲南省のように実験室スタッフが昇進し、実験室機能が低下して記

録が不正確となり、流行の存在を見のがしている省もみられる。

他方、各省実験室の成績をみると、non-polio enterovirus の分離率が前年度と比較して半

分に落ちたところが数か所あると Lisa Lee が指摘していた（元の資料が手違いで手許にない

ので、正確な数字は提示できない）。このような状況のなかで、各省実験室のてこ入れは早急

にやらなければならない。

日本人専門家の派遣と、トレーニングコースの開催を 6 ～ 7 月に行うことが JICA プロジェ

クト及び関係者の間で検討された。

（3）肝炎サーべイランスと麻疹

麻疹については、WHO も実験室をどう対策に使うかについては確固たる方針をもたないこ

とから、使うとしても流行時の麻疹と風疹の鑑別程度というところで落ち着いている。肝炎

に関しては、GAVI が安全注射導入に先立ち、ベースラインの B 型肝炎侵淫状況をみるため

に対象地区の血清採取を行っており、これにどのようなキットを使用するかについて検討さ

れている。コスト面から中国製キットを使用したいということで、日本人専門家の意見が求

められているところである。

なお、日程の関係で、中国衛生部と中国 CDC 関係者との面談に限定された。

中国側対応者は、以下のとおりである。

白　呼群 （Deputy Director, Chinese CDC）

崔　鋼 （Director, Division of Vaccine Preventable Diseases, Department of

Diseases Control, Ministry of Health）

干　競進 （Deputy Director  General ,  Depar tment  of  Disease  Control ,  Minis t ry  of

Health）
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許　文波 （Vice  D i r ec to r  o f  Depa r tmen t  o f  V i r a l  D i agnos i s ,  Head  o f  Meas l e s

Laboratory）

候　暁輝 （Polio Laboratory）

張　礼壁 （Previous Chief of Polio Laboratory）

Lisa Lee （WHO Medical Officer）

3 － 3　評価 5 項目による評価結果

3 － 3 － 1　妥当性

上位目標、プロジェクト目標は共に、中国のニーズ及び日本の国別援助計画との整合性が

高い。また、計画時の立案プロセスはおおむね妥当であり、PDM の理論的整合性についても、

一部不明確な点もあったが、おおむね妥当であったといえる。

（1）中国におけるニーズとの整合性

「国民経済・社会発展第十次五か年計画」において、「病気予防を特に重視し、多発病、地方

病、職業病、及び伝染病の予防とコントロールを強化」することが謳われており、また、衛生

部によって策定された「衛生事業第十次五か年計画」において「農村を重視し、予防を主とす

る」政策の堅持が掲げられている。さらに、「全国疾病予防控制工作第十次五か年計画」にお

いても、2005 年までの総合目標の一つとして、「伝染病の積極的な予防及び管理」、「疾病予防

及び情報管理システムの建設」を掲げている。したがって、本プロジェクトの上位目標である

「有効で安全な EPI 事業が対象省全域で実施されるようになる」ことは、中国の保健政策との

整合性が高いといえる。

（2）ターゲットグループ選定の適正度

EPI にかかわるすべての組織がターゲットグループに含まれており、それらは広く EPI の

実施責任機関である中国 CDC、省、地区、県における EPI 実施責任者、郷鎮、村におけるワ

クチン接種者及び住民などである。

（3）日本の援助事業としての妥当性

外務省の「対中国経済協力計画」の重点分野・課題別経済協力方針として「環境問題など地

球規模の問題に対処するための協力」があげられており、本プロジェクトはそのうちの「感染

症対策」に該当する。
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（4）計画の妥当性

1999 年 10 月にプロジェクト計画策定のための PDM ワークショップを実施した。ワーク

ショップは中国側、日本側関係者による参加型で実施され、問題分析、目的分析、プロジェ

クトの選択を行った。また、同時期に山西省、陜西省におけるフィールド調査も実施し、EPI

事業の現状、問題点、課題等の整理を行った。その後、実施協議を経て、2000 年 8 月 1 日に

開催された第 1 回合同調整委員会において、PDM について日中双方関係者の合意を得た。こ

のことから、プロジェクト計画のプロセスについてはおおむね妥当であったといえる。

ただし、現行のPDM0 に関しては、文章、指標、目標値の整理等一部適切でない部分もあり、

また、目標と活動の因果関係が一部不明確であった点もあったが、おおむね妥当であった。

3 － 3 － 2　有効性

（1）プロジェクト目標の達成度

プロジェクトの目標は「対象省全域におけるEPI サービスが改善される」ことであり、その

指標に従えば、達成状況はおおむね適正と判断される。すなわち、安全注射の実施に関して

は、その重要性について著しい意識の向上がみられており、その後の安全注射状況の調査に

おいてもそれが裏付けられた。清潔な注射器具の使用も急激に普及している。一方、ワクチ

ン接種率も高いレベルにあると推定される。また、ハイリスク省におけるAFP サーベイラン

スと分離ポリオウイルスに関する分子生物学的検討の成績は、中国におけるポリオフリーの

維持に関する政策立案や問題点の把握に有効に利用されている。

（2）成果の達成度

中間評価用 PDM の成果は 3 項目ある。これらの項目を測定する指標の結果は以下のように

まとめられ、これら 3 つの成果はおおむね達成していると考えられる。

1）成果 1 「安全注射の実施体制が整う」

安全注射のトレーニングと教材の開発により、多くの郷村医の知識及び態度の向上が認

められた。使用済み使い捨て注射器回収処理については各省がパイロット県を指定し、シ

ステムを構築している。しかし、針の安全な処理や輸送、運用経費の問題などが存在する。

監督訪問については標準フォーマットを作成中である。

2）成果 2 「EPI 接種サービスが向上する」

個々のワクチン接種率は高く維持されているが、対象人口算定方法や被接種者数の報告

に若干問題がある。ワクチン接種実施者及び住民は、ワクチン接種の重要性をおおむね理

解していることが判明した。供与されたコールドチェーン機材はよく維持管理され、使用
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されている。

3）成果 3 「ポリオ等 EPI 疾患サーベイランスが強化される」

AFP 報告数は高い水準を維持しているが、実験室にもち込まれる便検体数が減少する傾

向にあり、注意を喚起する必要がある。しかし、国家実験室はWHO 基準を十分満たしてお

り、省レベル実験室も一応の診断基準を維持している。チベットの実験室は調査が行われ

ていない。

活動の外部条件「研修を受けた人員が定着する」に関しては、県レベルまではプロジェクト

活動の進捗に大きな影響を及ぼす異動はない。しかし郷村レベルでの人員の異動が多い。ま

た、「各県が郷村医にトレーニングを行う」に関しては、計 8 万 79 名の郷村医がトレーニング

を受けており、成果への寄与は大きい。ポリオ実験室診断に関しては、省レベル技術者の転

任、転属などが発生しており、活動低下に関係している。

3 － 3 － 3　効率性

日本側の投入は、質・量・時期いずれもおおむね妥当であり、供与された機材の活用及び維

持管理が適切に行われている。

（1）専門家の派遣

専門家の派遣はおおむね計画どおりに実施されている。当初派遣予定からの軽微な変更等

はあったが、活動に影響を及ぼすものではなかった。派遣人数、派遣時期、技術指導の内容

も適正であった。

（2）機　材

使用済み注射器回収処理に必要な一部機材の投入が予定よりやや遅れたことにより、パイ

ロット開始時期に影響を及ぼした事例もあったが、機材投入のタイミングはおおむね適切だ

と考えられる。機材の内容も成果を得るために必要なものと判断される。

（3）日本へのカウンターパート研修員派遣

おおむね計画どおり実施されているが、2001 年度、2002 年度と続けてカウンターパート研

修員が研修期間を短縮し、早期帰国している。当初予定していた研修内容はほぼ修了してい

ることから、プロジェクトの実施に大きな影響が及んでいないものの、研修員の選定から実

施に至る効率性が必ずしも高いとはいえない面も一部みられる。
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（4）中国側投入

中国側の人員投入もおおむね問題がない。プロジェクト事務室において、当初専門の日本

語通訳が不在であったが、日本語が堪能なカウンターパートが配置されたこと、また 2001 年

後半に専属の日本語通訳が配置されていることから、プロジェクトの進捗に大きな影響を与

えるものではなかった。また、プロジェクトの中国側関係機関は広範囲にわたるが、中央レ

ベル（衛生部、中国CDC）、及び地方レベルともにプロジェクト弁公室を設置したことで、連

絡・実施体制が確立されていることから、活動も比較的円滑に進められている。

（5）ワークショップ

TOT に関しては、教材の作成後に対象5 省の地区・県レベルのスタッフに実施している。内

容及び時期に関しては適当である。

5 省自治区連合安全注射計画推進委員会、及び全国ポリオ実験室技術員研修会は年 1 回実施

されており、同委員会に関しては、使用済み注射器の回収処理パイロット地域の選定、計画、

立案、モニタリング等について対象 5 省関係者の経験、共有、意思疎通を図るものであり、内

容、頻度共に適当であると判断される。

（6）外部条件の効率性への影響について

外部条件の一つとして、「研修を受けた人員が定着する」ことがあげられている。対象 5 省

において、多少の人員の異動はあるものの、日本側、及び中国側が作成した中間進捗状況報

告等から判断すると、プロジェクトの効率性に影響を与えるには至っていない。同様に、「各

県スタッフが郷村医にトレーニングを行う」についても、郷医士の研修受講者の割合は 91％、

村医では 78％（付属資料 4．中国側作成「中間進捗報告書」による）に至っており、現時点で

は外部条件はおおむね満たされていると判断される。

（7）前提条件の効率性への影響について

前提条件として、「中国の伝染病対策が維持される」、「sNIDs 用のOPV の供給が確保される」

ことがあげられている。この前提条件も満たされていると「成果の達成度」から判断できる。

3 － 3 － 4　インパクト

（1）これまでプロジェクト対象 5 省においてワクチン流通管理、コールドチェーンデータベース

整備を実施したが、衛生部においても係る分野の現状・問題点に対する認識が更に深まり、国

家的に統一した取り組みが必要と考え、当該分野に関する立法化を準備中である。
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（2）2000 年に実施されたベースライン調査と 2002 年に実施された安全注射状況調査の成績を

比べると、サンプリングの関係から厳密な比較はできないが、「注射器具が足りないときは針

だけを換え、同一注射器で多数の子どもに接種してもやむを得ない」、「針だけを換え、同一注

射器で多数の子どもに接種する方法を社会や親も受け入れている」と答えた村医が 3 分の 1 に

減少するなど、村医の安全注射に対する態度には変化がみられていると判断された。

3 － 3 － 5　自立発展性

本プロジェクトへの日本側の協力は 2000 年 6 月 1 日から始まり、2005 年 5 月 31 日で終了

する。終了後においても、引き続きプロジェクトの効果は持続していくことが次の視点から

期待できる。

（1）人員・財源

「全国疾病予防控制工作第十次五か年計画」においても、2005 年までの総合目標の一つとし

て、「伝染病の積極的な予防及び管理」、「疾病予防及び情報管理システムの建設」を掲げてお

り、また、感染症対策は長期的な取り組みが必要と判断されることから、中国側において一

定の人的・資金的投入が継続されることが予想される。

（2）技　術

郷村医士への安全注射等 EPI に関連する技術研修については、必要となる教材の作成、省・

県スタッフへの TOT トレーニングが一通り終了し、研修を行うのに必要な技術は移転された

と判断できる。また、日本から供与された機材も活用されており、プロジェクトの効果を持

続させる要因になり得ると考えられる。

（3）組　織

プロジェクト開始後、CDC 内にプロジェクトオフィス、各省レベルでもプロジェクトリー

ダーグループが組織され、プロジェクトオフィスが設置された。また、毎年 1 回、5 省連合会

議を開催し、中央／各省レベルの関係者間でプロジェクトの活動計画について協議を行うな

ど、プロジェクト実施体制は確立されたと判断できる。また、2002 年 1 月に中国CDC が成立

し、これまでの計画免疫科がセンターに格上げされ、人員も当初の 6 ～ 7 名から 45 名まで増

員の予定（2003 年 3 月時点までで 22 名）とされる。このようなことなどから組織の自立発展

性はあると判断される。
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3 － 4　結論、促進・阻害要因の総合的検証

5 項目評価によれば、本プロジェクトは、プロジェクト成果を着実に達成しつつあり、目標であ

る「対象全域における EPI サービスが改善される」ことに大きく寄与している。

（1）促進要因

1）中国ポリオ対策プロジェクトの実施で確立された日本側関係者と衛生部等中国側関係者と

の信頼関係が続いている。

2）中央レベルにおいてプロジェクトオフィスが設置され、省レベルにおいては対応するリー

ダーグループ及びプロジェクトオフィスが設置された。中央レベルと省レベルとの間には緊

密な関係が維持されている。

（2）阻害要因

1）貧困地域における、郷村医の収入の少なさなどが EPI サービス向上に対してネガティブな

影響を及ぼしている。

2）対象地域が広大なため、トレーニングコースのカバー人口や実施速度に問題が出やすく、経

費的にも負担が大きい。

3）使用済み注射器回収では、将来的に廃棄物量が増大する可能性があり、輸送力の不足も予

測される。
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第 4 章　PDM 改訂

本プロジェクトは 2000 年 6 月に開始されたが、以下の理由により、初期の PDM が現状に対応

できなくなっている。

（1）「モデル」方式の限界

各省ごとに地理的条件、社会・経済・文化的条件が異なるため、全国「モデル」の開発は困

難である。対象地域の現在の活動の状況に応じた投入規模、継続性、波及効果等を検討する

必要がある。

（2）様々な外部条件の変化

WHO 西太平洋地域ポリオフリー宣言後も、変異株の問題、野生株輸入の危険性が新たに認

識されており、ポリオフリーの維持のため体制再強化が必要となっている。特にポリオハイ

リスク地域に対するAFP サーベイランス、国家レベル及びハイリスク省実験室の機能強化活

動に日本側の協力が必要と思われる。また、GAVI 開始（2002 年 6 月）によるEPI へのB 型肝

炎ワクチン導入、安全注射政策の変化なども PDM 改定の必要となる要因である。

（3）初期 PDM にあげられた活動のうち、実現困難なものや内容再検討が必要なものが出てきて

いる。

これらのことから、PDM の改訂をする必要性があると考えられたため、中間評価を通じ、中間

評価調査団と中国衛生部及び関係機関は協議を行い、PDM を改訂することに同意した。改訂後の

PDM は PDM1 と称し、付属資料 1．ミニッツのとおりである。
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第 5 章　提　言

5 － 1　安全注射

プロジェクト対象省は全面的なAD 注射器使用への移行が円滑になされるよう、必要とされる

使い捨て注射器調達のための予算的措置を講ずる。また、全面的AD 注射器使用までの暫定的な

処置として以下のように安全注射を実施する。

1）ワクチン接種における安全注射実施の徹底に向けて、地区及び県レベルへの指示と指導の強

化を図る。県は県下の全ワクチン接種点が安全注射を実施しているか否かを早急に点検する。

2）AD 注射器の場合はその洗浄と高圧滅菌処理を徹底し、厳重に一人一針一筒によってワクチ

ン接種することを指導する。

3）使い捨て注射器によるワクチン接種においても一人一針一筒を徹底し、使用後は針あるいは

注射器を直ちに非貫通性容器（蓋の閉まるペットボトルなど）に収納する。これらの針は安全

性を十分考慮して処分する。

4）移動ワクチン接種においても、針の取り扱いには十分注意し、小型の非貫通性気密容器を携

帯して、注射後は針をリキャップせず、直ちに容器に収納して同様に処分する。

5）針を除去した使い捨て注射器はパイロット県で開発した使用済み使い捨て注射器回収システ

ムに準拠してその最終処理を行う。

6）GAVI の支援により間もなくAD 注射器の使用が始まる。プロジェクトがパイロット県で開

発した使用済み注射器取り扱い、及び回収システムを、このような変化のなかでどのように

活用していくかを早急に検討する必要がある。臨床治療で使用した使い捨て注射器処理に、こ

の回収処理システムの活用を検討することは意義のあることと考える。

7）プロジェクトは安全注射の実施状況をモニターする管理手順と指標を早急に開発して、接種

定点における安全注射実施状況の客観的な把握に努める。また、安全注射の向上に関するオ

ペレーショナルな研究の実施、広報と情報の提供を強化する。

5 － 2　ワクチン接種サービス

1）安全注射の推進とワクチン接種の質確保のため、衛生部が提唱する定点接種方式の推進を支

持する。今後、定点接種には郷鎮衛生院が想定されており、B 型肝炎ワクチン接種はもちろん

のこと、EPI サービス全般の基点となり得るものである。したがって、各省の状況に応じた

サービス基準が設定されるべきである。

2）省、県レベルとも高い EPI ワクチンカバー率を報告してきたが、それが常に実態を反映して

いるか注意を払う必要がある。接種点での調査を行い、接種報告が正しくなされているか常

に注意が必要である。
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3）省は流動人口のワクチン接種活動を推進し、また、EPI 保償の加入状況による EPI サービス

の差別などがないように注意を払う必要がある。

4）B 型肝炎ワクチン接種は、GAVI プロジェクトの開始によってワクチンとAD 注射器供給が

可能となっており、生後 24 時間以内の初回接種の促進が最重要課題である。接種活動に対す

る監督調査を実施し、適時問題点を発見して原因を分析し対策を検討すべきである。

5）B 型肝炎ワクチン接種の全面的な質の向上のため、医療衛生スタッフ（特に郷村レベル）と

住民双方の知識の向上が必要である。

6）医療衛生スタッフと住民の知識向上のためには、メディアを通じた啓発教育（IEC）が有

効であり、これに関しては各省に経験が蓄積されているため、容易にその普及を望むことが

できる。伝える内容は、B 型肝炎ワクチンだけでなく、安全注射やEPI 全般の情報がパッケー

ジされるべきである。

7）また、医療衛生スタッフと村幹部への直接的トレーニングコースも効果が期待できる。プロ

ジェクトの残り期間、経費、参加人数などを考慮して、郷村レベルを対象としたパイロット的

なトレーニングコースを検討する。その場合、安全注射回収パイロットや定点接種普及とも

組み合わせて、より効果的なものにすべきである。

5 － 3　ポリオフリーの維持及び麻疹

1）2000 年 10 月にWHO 西太平洋地域ポリオフリー宣言がなされた。隣接する南西アジアでの

流行に伴うポリオ輸入の危険性が存在し、OPV 接種率低下に伴うワクチン由来強毒変異株出

現の可能性を考慮すると、少なくとも世界から野生株ポリオが根絶されるまで体勢の強化を

継続する必要がある。各レベル政府は、引き続きスタッフの配置を保証し、スタッフの質を向

上させ、また各活動に必要な経費の投入を保証することによって、ポリオフリーの維持を確

保する。

2）まず、協力活動として、AFP サーベイランスに関しては監督訪問と便検体採取を含むトレー

ニングコースの支援があり、これと連携した実験室診断の強化が重要である。これらの対象

としては、ハイリスク省（特に国境地域）に注目すべきである。実験室診断については、ハイ

リスク省並びに国家ラボラトリーの強化、全国ラボラトリー・レビューなど、必ず実技を入れ

た実験室トレーニングコースなどが含まれるべきである。

3）麻疹対策については、EPI サービス全般の向上の一部として、定点接種点の普及と 2 回接種

促進を支持すべきである。

4）麻疹流行の把握と対策については、実験室サーベイランスも考慮する必要があるが、プロジェ

クトの資源と時間は限られており、主に流行に関する後視的分析を行い、流行の要因分析を

行うことを提言する。この種の実験室サーベイランスはその意義を十分に考慮したうえで、限
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定的なものとすべきと考える。

5 － 4　その他

ワクチン流通管理ロジスティックスは、プロジェクト初期の活動が各省活動に取り入れられ、発

展的に「予防接種管理法」に吸収されており、同法案の発布を待つ状況にある。しかし、コールド

チェーン温度モニターや在庫管理のオンライン化は、接種率など総合的な EPI 報告のオンライン

化などとも併せて、EPI サービスの質向上のために、今後も継続して協力すべきである。

今後とも、プロジェクトは国レベルはもちろん、対象省との緊密な連携を維持してプロジェク

ト目標の達成に向けて活動を継続する。



付　属　資　料

1．ミニッツ（本文、PDM1）（和文）

2．ミニッツ（本文、PDM1）（中文）

3．中間評価報告書（JICA 調査団作成）（和文、中文）

4．中間進捗報告書（中国側衛生部作成）（中文、和文）

5．評価グリッド

6．収集資料
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